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「統一的な基準による地方公会計」導入の目的

【メリット】　：現金の収支という客観的な情報に基づくため、公金の適正な出納管理が可能。
【デメリット】：現金支出を伴わないコスト（減価償却、退職手当引当金等）の把握ができない。
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町の予算・決算に係る会計制度：単式簿記による現金主義会計

複式簿記による「発生主義会計」を採り入れる
　　：「統一的な基準による地方公会計」の導入（財務書類）
【統一的な基準による地方公会計の特徴】

現金主義会計では、把握できないストック情報（資産・負債）やコスト情報
（減価償却費等）の「見える化」が必要

複 式 簿 記 の 導 入 ストック（資産・負債）フロー（行政コスト）の把握
発 生 主 義 の 導 入 減価償却費や退職手当繰入額など支出を伴わないコストの把握
連 結 会 計 の 導 入 関連団体の財務状況の把握

【与謝野町の状況】
　平成２７年度に固定資産台帳を整備、平成２８年度決算分から統一的な基準に基づく財務
書類を作成
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地方公会計財務書類とは
　財務書類は、資産・負債・コスト・収益・財源等の決算状況を一覧で開示するための、企業会計の手法を
用いて作成する書類で、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書、附
属明細書並びに注記によって構成されています。

【財務書類の構成（財務４表）】
貸 借 対 照 表 年度末時点での「資産」、「負債」、「純資産」を表します。
行 政 コ ス ト 計 算 書 「どのような費用と収益」が発生したのかを表します。
純 資 産 変 動 計 算 書 貸借対照表の純資産の変動した原因（内容）を表します。
資 金 収 支 計 算 書 どのよう収入をどのような支出に使ったかを表します。

【地方公会計と企業会計における決算書類の対応関係】
地方公会計（統一的な基準） 企業会計（会社法・金融商品取引法）

①貸借対照表 ①貸借対照表
②行政コスト計算書 ②損益計算書
③純資産変動計算書 ③株主資本等変動計算書
④資金収支計算書 ④キャッシュ・フロー計算書
⑤附属明細書 ⑤附属明細書（附属明細表）
⑥注記 注記表
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【財務書類の全体像（相関関係）】



　　
　与謝野町では、「一般会計等」、「全体
会計」、「連結会計」の３種類の財務書
類を作成しています。

「一般会計等」は一般会計に、宅地造成
事業特別会計、土地取得特別会計を
加えています。

「全体会計」は一般会計等にその他の特
別会計、公営企業会計を加えたものです。
29年度から簡易水道特別会計を水道
会計に統合しています。

「連結会計」は全体会計に一部事務組
合・広域連合、第3セクターを加えたもの
をいいます。

 なお、下水道特別会計、農業集落排水
特別会計の2会計については、地方公営
企業法適用に向けた作業に着手しており、
集中取組期間内に法適用を予定してい
るため、連結対象としていません。
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【財務書類の作成対象となる
　団体（会計）】

宅地造成事業特別会計

土地取得特別会計

介護保険特別会計（事業勘定）

介護保険特別会計（サービス勘定）

国民健康保険特別会計（事業勘定）

国民健康保険特別会計（直営診療所勘定）

後期高齢者医療特別会計

水道事業会計（H29から簡易水道特別会計含む）

宮津与謝消防組合

与謝野町宮津市中学校組合

宮津与謝環境組合

京都地方税機構

京都府自治会館管理組合

京都府市町村職員退職手当組合

京都府市町村議会議員公務災害補償等組合

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合

京都府後期高齢者医療広域連合

　第３セクター

加悦総合振興有限会社

株式会社加悦ファーマーズライス

下水道特別会計

農業集落排水特別会計

会計名 会計範囲

　一般会計

　特別会計

　公営企業会計

　一部事務組合・広域連合

地方公営企業法適用に向けた作業に着手してお
り、集中取組期間内に法適用を予定しているた
め、連結対象としていない。
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与謝野町の財務書類の概要
（全体財務書類）
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負債の部

固定負債
・地方債等
・退職手当引当金ほか

流動負債
・1年以内償還予定地方債等
・賞与等引当金
・預り金ほか

貸借対照表（BS：Balance Sheet）

資金収支計算書
の本年度末現金
預金残高と一致

資産の部

固定資産
・事業用資産
（学校、公共施設など）
・インフラ資産
（道路、橋りょうなど）
・物品
・ソフトウェア
・基金ほか

流動資産
・現金預金
・未収金
・基金

純資産の部

純資産
（資産ー負債）

純資産変動計算
書の本年度末残

高と一致 7

将来世代の
負担

これまでの世
代の負担

　表の左側は、町が保有している「資産」の種類とその総額を表します。
　右側は、地方債などの「負債」（将来世代の負担）と、固有の財産である「純資産」（これまでの世代の
負担）に分けて表しています。
　資産・負債の部の「固定」と「流動」の区分は、１年以内に現金化または、返済が可能な金額を「流動」に
区分しています。



与謝野町の貸借対照表（全体会計）
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借方科目 R2 R1 増減 貸方科目 R2 R1 増減
固定資産 37,516 39,409 ▲1,893 固定負債 21,149 22,849 ▲1,700

　有形固定資産 34,017 35,406 ▲1,389 　地方債 18,154 19,499 ▲1,345

　無形固定資産 12 11 ▲1 　退職手当引当金 1,314 1,528 ▲214

　投資その他資産 3,487 3,993 ▲506 　その他 1,681 1,822 ▲141

流動資産 3,076 3,143 ▲68 流動負債 2,270 2,169 101

　現金預金 1,252 1,182 70 　１年内償還予定地方債 1,993 1,901 92

　未収金 89 98 ▲9 　その他 277 268 9

　基金 1,734 1,863 ▲129 負債合計 23,419 25,018 ▲1,599

　その他 1 1 0 純資産 17,172 17,535 ▲363

資産合計 40,591 42,553 ▲1,962 負債及び純資産合計 40,591 42,553 ▲1,962
※各項目で四捨五入しているため合計額と一致しない場合があります。

単位：百万円

固定資産
（▲18億9,300万円）

事業用資産（▲400）、インフラ資産（▲764）共に減価償却費の増による減、減債基金
（▲489）

流動資産
（　　　 ▲6,800万円）

現金預金の増（+70）、財政調整基金（一般・国保事業勘定）の減（▲130）

負債
（▲15億9,900万円）

地方債残高（▲1,345）、退職手当引当金の減（▲214）

主な増減要因　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位:百万円　



 行政コスト計算書(PL：Profit and Loss statement)

１．人にかかるコスト
（職員給与、議員報酬など）
２．物にかかるコスト
（物件費、施設の維持管理費、減価償却費など）
３．補助金、社会保障費等にかかるコスト
（各種団体に対する補助金、社会保障給付費、他会計繰出金など）
４．その他コスト（支払利息など）

Ⅰ．経常費用

１．住民サービスに係る使用料及び手数料　　　 　　　　　　　 
　　（保育料や施設利用料など）
２．その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　（雑入など）

Ⅱ．経常収益

純経常行政コスト　A＝（Ⅰ－Ⅱ）

臨時損失・臨時利益　B

純行政コスト　A＋B
純資産変動計算書の純行政

コストと一致 9

　民間企業の損益計算書は「費用」
と「収益」の差から、当期の利益や損
失を計算しますが、行政は利益のため
の活動でないことから、行政サービスの
提供に要したコストの内訳を見ること
に主眼が置かれています。

　また、行政コスト計算書に計上する
「収益」には、使用料や手数料など対
価的なものに限られ、主たる収入であ
る税収・保険料・国府補助金などは、
「純資産変動計算書」に計上される
ため、この表の「純行政コスト」欄には
常にコストが過剰になります。

　なお、この表に計上する「費用」には、
減価償却費など実際に現金支出し
ないものも含まれますが、道路や公共
施設などの整備に係る費用は含まれ
ていません。



与謝野町の行政コスト計算書（全体会計）
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科目 R2 R1 増減
　経常費用 19,002 17,963 1,039

　　業務費用 6,807 6,926 ▲119

　　移転費用 12,195 11,037 1,158

　経常収益 961 1,082 ▲121

純経常行政コスト 18,040 16,881

　臨時損失 9 150 ▲141

　臨時利益 15 0 15

純行政コスト 18,035 17,031 1,004

※各項目で四捨五入しているため合計額と一致しない場合があります。

単位：百万円

移転費用
（11億5,800万円）

補助金等
（+1,175）

特別定額給付金（+2,125）、宮津与謝環境組合分担金の減
（▲1,294）

臨時利益
（　　　 1,500万円）

資産売却益
（+15）

建物売払収入（+12）

主な増減要因　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位:百万円



純資産変動計算書（NW：Net　Worth　statement）

前年度末純資産残高・・・A

純行政コスト（▲）　・・・①

財源（税収等、国府補助金等）・・・②

本年度差額・・・B＝（①＋②）

その他の変動・・・C

本年度末純資産残高（A＋D）
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　貸借対照表の「純資産」がこの１年間でどのように変動したかを表します。
　「本年度差額」欄で「純行政コスト」が「財源」（税収等）で賄えたかを確認することができます。（「本年度差
額」欄がプラスであれば、財源で賄えた状態→「将来に負担を残さない状態」）
　「その他の変動」欄では、無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額等を見ることができます。
　「本年度末純資産残高」は、貸借対照表の純資産と一致します。
　財源となる、税収は、公共施設や行政サービスの利用の有無に関わらず収めていただくことから、サービスの対
価（行政コスト計算書の収益）ではなく、出資と捉えるため「純資産変動計算書」に計上されます。
　

本年度純資産変動額・・・D＝（B+C)

本年度差額
　純行政コストが税収や国・府
からの補助金等の財源によって
賄われた結果の純資産への影
響額

本年度純資産変動額
　現金取引以外の固定資産の
変動等による純資産の影響額



与謝野町の純資産変動計算書（全体会計）
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科目 R2 R1 増減
前年度末純資産残高 17,534 19,787 ▲2,253

　　純行政コスト（▲） ▲18,035 ▲17,031 ▲1,004

　　財源 17,670 14,947 2,723

本年度差額 ▲365 ▲2,084 1,719

　その他の変動 2 ▲168 170

本年度純資産変動額 ▲363 ▲2,252 1,889

本年度末純資産残高 17,172 17,534 ▲363
※各項目で四捨五入しているため合計額と一致しない場合があります。

単位：百万円

純行政コスト
（＋10億　 400万円）

補助金等（特別定額給付金、新型コロナウイルス対策事業等）の増に伴う移
転費用の増（+1,175）、退職手当引当金繰入額の減（▲254）

財源
（＋27億2,300万円）

税収等の増（＋50）・・・地方消費税交付金の増（+82）
国県等補助金（特別定額給付金事業費補助金、新型コロナウイルス感染症対
応地方創生交付金等）の増（+2,673）

その他変動
（＋　1億7,000万円）

無償所管替え等：令和元年度のBSの土地及び基金において重複計上分を減
額調整の皆減（＋168）

主な変動内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位:百万円



資金収支計算書（CF：Cash Flow statement）

本年度末資金収支額（①＋②+③）・・・A

前年度末資金残高・・・B

１
業
務
活
動

業
務
支
出

・人件費
・物件費
・社会保障給付
・他会計への繰出金
・その他

業
務

収
入

・町税、交付税等
・国府補助金等
・その他

業務活動収支・・・①

２
投
資
活
動

投
資
活

動
支
出

・インフラ整備、公共施設整備費
・基金積立
・その他

投
資
活

動
収
入

・国府補助金等
・基金の取崩し
・その他

投資活動収支・・・②

３
財
務
活
動

財
務
活
動

支
出 ・地方債の返済

財
務
活

動
収
入

・地方債の発行

財務活動収支・・・③

本年度末資金残高・・・C＝（A＋B）

本年度末歳計外現金残高・・・D

本年度末現金預金残高（C+D）
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　この１年間の現金の出入りを以下の３区分で表します。
１業務活動 通常の行政運営により継続的に発生する収入と支出 　財政的に問題がなければプラスとなるのが一般的
２投資活動 公共施設整備や投資等の支出と、財源となる補助金

等
　公共工事の財源となる地方債を含まないためマイナスとな
ることが一般的

３財務活動 地方債の返済等の支出、新たな借り入れ等収入 　大規模工事等で借入が多いときはプラスとなり、返済が多
い時にはマイナスとなる



与謝野町の資金収支計算書（全体会計）
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科目 R2 R1 増減
　業務支出 17,326 15,887 1,439

　　業務費用支出 5,131 4,850 281

　　移転費用支出 12,195 11,037 1,158

　業務収入 18,389 15,408 2,981

　臨時支出 6 150 ▲144

　臨時収入 2 101 ▲99

業務活動収支 1,060 ▲528 1,588

　投資活動支出 754 1,229 ▲475

　投資活動収入 1,024 561 463

投資活動収支 270 ▲668 938

　財務活動支出 2,391 1,886 505

　財務活動収入 1,138 3,026 ▲1,888

財務活動収支 ▲1,253 1,140 ▲2,393

本年度末資金収支額 77 ▲56 133

　前年度末資金残高 1,134 1,190 ▲56

　本年度末資金残高 1,211 1,134 77

　本年度末歳計外現金残高 41 48 ▲7

本年度末現金預金残高 1,252 1,182 71

※各項目で四捨五入しているため合計額と一致しない場合があります。

単位：百万円

業務活動収支
財務活動収支

　令和２年度は、特別定額給付
金事業により補助金支出が増となり、
移転費用支出が約11億5,800万
円増となったことが要因となり、一方
で特別定額給付金事業費補助金、
新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金の増により、業
務収入が29億8,100万円ぞうかし
たことから、業務活動収支が大きく
増加した。　
　財務活動収支は、減債基金を活
用し繰上償還を行ったことから、収
入を大きく支出が上回り、▲12億
5,300万円となり、多額の起債を
発行した令和元年度と比べて23億
9,300万円の減となっている

主な変動内容



指標（一般会計等）による
　　　　　　　　　　与謝野町と類似団体との比較
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　※類似団体との比較については、一般会計等財務書類を活用し、比較しています。



１．資産の状況　～将来世代に残る資産はどのくらいあるか～
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①住民一人あたり資産額（万円）

30年度 元年度 ２年度
資産合計 3,538,848 3,461,944 3,309,069

人口 21,815 21,377 20,769

当該値 162.2 161.9 159.3

類似団体平均 170.2 171.6 168.4

162.2 161.9 159.3

170.2 171.6 168.4 

150

160

170

180

30年度 元年度 ２年度

与謝野町 類似団体

※類似団体数値は、元年度までしか公表され
ていないため、元年度数値は暫定数値、2年
度数値は、元年度数値を横置きしています。

住民一人あたりの資産額の減少
（減価償却累計額の増）は、施
設等の老朽化による有形固定資
産金額が減少したためです。

【補足】

【算定式】　資産合計　÷　住民基本台帳人口

　住民基本台帳人口一人当たりの資産合計を表します。
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②歳入額対資産比率（年）

30年度 元年度 2年度
資産合計 3,538,848 3,461,944 3,309,069

歳入総額 1,140,910 1,380,253 1,515,767

当該値（年） 3.10 2.51 2.18

類似団体平均 3.90 3.88 3.04
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　この比率が高いほど公共施設
等の社会資本の整備が充実して
いることとなります。充実していると
利便性が高くなる一方で維持管
理等の負担が高まります。

【補足】

【算定式】　資産合計　÷　歳入総額（普通会計）

　各年度の資産総額が、歳入の何年分に相当するかを表します。
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③有形固定資産減価償却率（％）

30年度 元年度 2年度
減価償却累計額 4,769,720 4,928,932 5,070,402

有形固定資産 7,151,201 7,254,733 7,283,005

当該値 66.7 67.9 69.6

類似団体平均 60.4 61.5 62.0
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　この比率が高いほど資産が古
くなっていることを意味します。
　与謝野町は、類似団体平
均よりも高く、老朽化施設を多
く抱えていることが分かります。

【補足】

【算定式】　　　　　　　　　　　　　　　　　　減価償却累計額
　　　　　　　有形固定資産合計　－　土地等の非償却資産　＋　減価償却累計額

　償却資産（物品・建設仮勘定を除く）の取得価格等の総額に占める減価償却累計額の累計額の
割合から、どの程度老朽化が進んでいるかを表します。

※有形固定資産には償却資産のうち物品及び建設仮勘定は含まない
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①純資産比率（％）

30年度 元年度 2年度
純資産 1,978,181 1,749,009 1,705,549

資産合計 3,538,848 3,461,944 3,309,069

当該値 55.9 50.5 51.5

類似団体平均 75.6 75.8 76.7
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　この比率が低いほど将来世代の
負担の比重が大きいことを意味し
ます。与謝野町は、類似団体平
均よりも低く、類似団体の中でも
将来世代への負担の比重が大き
いことが分かります。

【補足】

【算定式】　純資産　÷　資産合計

　資産総額に占める純資産の割合から、これまでの世代と将来世帯の負担割合を見ることができます。
　　「純資産の増加」　→　現世代が自らの負担により将来世代も利用することができる資源を蓄積した。
　　「純資産の減少」　→　将来世代が利用することができた資源の便益を現世代が受け、負担を先送りした。 
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②将来世代負担比率（％）

30年度 元年度 2年度
地方債残高 845,200 1,020,412 997,559

有形・固定資産合計 2,965,363 2,893,203 2,791,232

当該値 28.５ 35.3 35.7

類似団体平均 12.9 13.0 12.3
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　この比率が大きいほど将来世
代の負担の比重が大きいことを
意味します。純資産比率と同様
に、将来世代への負担の比重
が大きいことが分かります。

【補足】

　有形固定資産等の社会資本等について形成された資産額に対して、地方債により形成した割合を算
出し、将来世代の負担の程度を表します。
【算定式】　　　　地方債残高（※）
　　　　　　　　有形・無形固定資産合計

※地方債残高から、臨時財政特例債・減税補填債・臨時税収補填債・臨時財政対策債・減収補填債特例分を控除したもの
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①住民一人当たり行政コスト（万円）

30年度 元年度 2年度
純行政コスト 1,055,840 1,216,158 1,314,592

住民基本台帳人口 21,815 21,377 20,769

当該値（万円/人） 48.4 56.9 63.3

類似団体平均 35.4 36.5 47.5
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　地方公共団体の行政活動の効
率性を表します。この指標が高いほ
ど公共施設整備等の投資活動支
出が制約され、臨機応変な行政運
営が難しくなります。

【補足】

【算定式】　純行政コスト　÷　住民基本台帳人口

　住民基本台帳人口一人当たりの行政コストを表します。
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①住民一人当たり負債額（万円）

30年度 元年度 2年度
負債合計 1,560,667 1,712,935 1,603,520

住民基本台帳人口 21,815 21,377 20,769

当該値（万円/人） 71.5 80.1 77.2

類似団体平均 41.5 41.5 39.3
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　令和2年度は減債基金を活用
し繰上償還を行うなど一定負債
額は減少しましたが、類似団体と
比較するとまだまだ高い比率と
なっています。

【補足】

【算定式】　負債合計　÷　住民基本台帳人口

　住民基本台帳人口一人当たりの負債合計を表します。
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②基礎的財政収支（万円）

30年度 元年度 2年度

業務活動収支 46,276 ▲70,523 79,950

投資活動収支 ▲1,115 ▲74,006 ▲46,702

当該値（万円） 45,161 ▲144,529 33,248

類似団体平均 8,710 1,680 2,710
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①業務活動収支
　新型コロナウイルス感染症対応地方創
生臨時交付金、臨時特別給付金事業費
補助金の皆増による国県等補助金収入
の増、新型コロナウイルス対策事業の増に
よる移転費用支出（主に補助金等支
出）の増
②投資活動収支
　投資活動支出の減・・・クアハウス岩滝整
備事業、旧加悦町役場整備事業、小学
校空調整備事業の皆減等

【補足】

【算定式】　業務活動収支（※1）　＋　投資活動収支（※2）

　資金収支計算書（CF)の業務活動収支（支払利息支出を除く）及び投資活動収支の合計額を算
出することにより、その時点で必要とされる政策的経費を税収等でどれだけ賄えているかを表します。

※１：支払利息支出を除く。
※２：基金取崩収入、基金積立金支出金を除く。
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①受益者負担比率（％）

30年度 元年度 2年度
経常収益 66,324 57,449 49,129

経常費用 1,084,116 1,258,651 1,364,296

当該値（％） 6.1 4.6 3.6

類似団体平均 4.5 4.4 3.0
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　インターネット使用料の減等による経
常収益の減や、新型コロナウイルス対
策事業の増による移転費用の増により
類似団体を下回る比率となりました。

【補足】

【算定式】　経常収益　÷　経常費用

　経常収益（使用料・手数料等の行政サービスに係る受益者負担の金額）に対する経常費用（行政サービス
提供に係る負担）の比率を算出し、行政サービスの提供に対する受益者の直接的な負担の割合を表したもの。


